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クレジットカードの取扱概況

 クレジットカード発行枚数 ：3億2,233万枚* 
 クレジットカード決済取扱高 ：44兆3,188億円*
 クレジットカード決済比率 ：15.8％*

（単位：10億円）

（年）

クレジットカードは、今や国民の消費生活や企業の経済活
動に欠かすことのできない存在。

*2010年末現在、日本クレジット協会調べ。
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カード会社

カード会社

加盟店

加盟店

加盟店

CAFIS（NTT Data）
CARDNET（当社）

GP-NETなど

クレジットカード発行
（約3.2億枚）

オーソリ/売上に係る
データ伝送

クレジット決済端末（約140万台）

⇒ カード会社が加盟店に販売・設置

センターまでのアクセス回線（80％以上はPSTN/ISDNと推定）

⇒ 加盟店が通信キャリアと契約

 加盟店に設置した「クレジット決済端末」とカード会社のシステムが「情報処理センター」を介してオンライン接続。クレジットカードの
利用毎にリアルタイムでカード会社の確認（オーソリゼーション）を取る仕組みを構築し、不正使用を抑止。

 オーソリ1件あたりのデータ量は約1KB～3KB。ブロードバンド対応が不要であり、現在でもPSTN/ISDNを主な通信回線として利用。

データ伝送量
 1件あたり約1KB～3KB
 1台あたり月間数十件
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① 相互接続性確認、費用負担等に関するルールや制度、
機関の設置など要検討。

② 代替サービスが普及するまでＩＳＤＮも並行運用すべき。

ＰＳＴＮ/ＩＳＤＮからＩＰ網への移行における課題（１）

現状の接続形態

ＩＰ網への移行後の接続形態（想定）

カード会社

光回線

ＮＧＮ

PSTN

IP-VPN

IP-VPN IP-VPN

ISDN

IP-VPN

DSU

電話接続用端末

ひかり電話
対応ルータ

電話接続用端末

カード会社

① 「ひかり電話対応ルータ」がアナログポートを持っていても、既存の端
末が全て接続可能となるわけではない。

② ISDNが強制的に廃止になると、既存利用者への影響は極めて大。

ISDN接続用端末

ISDN接続用端末

?
ﾃﾞｰﾀｺﾈｸﾄ

接続用端末
（新規開発）

or

3.4KHz（メタル回線）

Bch/Dch（メタル回線）

１．これまで使っていたISDN端末が使えなくなる

代替サービスの端末が十分に安くなるまで、既存のISDN端末
も利用可能にすべき。
⇒対応ルータやアダプタの開発及び無償提供など

ルータによっては、既存の電話接続用端末がつながらず、端
末側で改修を迫られるケースも発生。
⇒相互接続性確認の方法や費用負担などのルール化等

ONU

現行ISDN
・端末価格：約8-10万円
・通信料：約3千円/月
・宅内回線設置等コスト

トータルコストの比較(イメージ）

データコネクト
・端末価格：数十万円?
・通信料：約3千円/月
・宅内回線設置等コスト

＜
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標準化や相互接続性の確保のための仕組みづく
りが必要ではないか。

ＰＳＴＮ/ＩＳＤＮからＩＰ網への移行における課題（２）

NGN対応の端末が、他キャリアの網でも使えるのか、海外ではどうなのか、さらには、
海外のNGN対応端末は日本で使えるのか不明確（ＮＴＴ東西や日本が「ガラパゴス」
化したときのコストは、割高な端末価格を通じて利用者に転化される）。

２．他キャリアや海外キャリアの網との相互接続性の確保

光回線

ＮＴＴ-ＮＧＮ

IP-VPN カード会社

ONU

光回線

ＫＤＤＩ-ＮＧＮONU

光回線

ＳＢ-ＮＧＮONU

IP-VPN

日本製

海外製

海外でもOK

耐用年数≠移行期間
「利用者による理解、評価及び対応機器の普及に
必要な期間」を移行期間と考えるべき。

端末の耐用年数が到来したからと言って、代替サービスの端末や料金が割高であ
れば、代替サービスへの移行は進まない。代替サービスを普及させる方策や利用
者が新サービスを十分に理解・評価するための時間が必要。

３．利用者視点からの移行期間と移行プログラムの設定・開示

移行期間内において、NTT東西による「移行促進
プログラム（利用者やメーカー等へのインセンティ
ブ含む）なども設定・実施されるべき。

海外モノOK

接続可能

※IP網への移行促進により、NTT東西はネッ
トワークの二重運用から解放される。つまり、
NTT東西はIP網への移行促進による直接の
受益者であり、インセンティブをNTT東西が
負担することには合理性がある。
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アナログ放送
終了

地デジ放送
開始

2003年12月1日 2011年7月24日

並行運用期間約8年

エリア展開計画の公表 （2006年12月までに全国都道府県庁所在地で開始等）

普及促進施策の実施推進 （地デジカ、家電エコポイント等）

地ジデ対応テレビ受信機の大幅な価格下落

消費者の選択において地デジ対応テレビが普及

【現状】
世帯普及率

９５％

地デジへの移行においては、国を挙げての様々な普及促進策を
図っても、なお利用者における理解促進と地デジ対応テレビの普
及に８年の年月を要している。

（参考）地デジへの移行における取組み

NTT東西も同様の「移行プログラム」を策定・公開すべき。


